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出典：裁判所ホームページ（https://www.courts.go.jp）の裁判例情報をもとに作成 

事件番号 平成 11(行ヒ)24 原審裁判所名  東京高等裁判所 

事件名 不動産登記処分取消請求事件 原審事件番号 平成 9(行コ)205 

裁判年月日 平成 13 年 7 月 10 日 原審裁判年月日 平成 10 年 11 月 12 日 

法廷名 最高裁判所第三小法廷   

裁判種別 判決   

結果 破棄自判   

判例集等 民集 第 55 巻 5 号 955 頁   

 

判示事項 １ 共同相続人間においてされた相続分の譲渡に伴って生ずる農地の権利移転

についての農地法３条１項の許可の要否 

２ 共同相続人間の相続分の贈与を原因とする農地の持分移転登記の申請を農

地法３条１項の許可を証する書面の添付がないことを理由に却下することの可

否 

裁判要旨 １ 共同相続人間においてされた相続分の譲渡に伴って生ずる農地の権利移転

については，農地法３条１項の許可を要しない。 

２ 共同相続人の共有の相続登記がされている農地につき，「相続分の贈与」を

原因として共同相続人の１人に対する他の共同相続人の持分の移転登記が申請

された場合には，登記官は，農地法３条１項の許可を証する書面の添付がない

ことを理由に申請を却下することはできない。 

 

全 文 

主    文 

 原判決を破棄する。        

 被上告人の控訴を棄却する。        

 控訴費用及び上告費用は被上告人の負担とする。 

理    由 

上告代理人高綱剛，同小川彰，同島崎克美，同齋藤和紀，同山村清治，同藤岡園子の上告受

理申立て理由第二点について 

１ 本件は，共同相続人の１人である上告人が，他の共同相続人のうちの一部の者からその

相続分の贈与を受けたとして，当該他の共同相続人と共同して，既に相続登記がされていた相

続財産である農地について，「相続分の贈与」を原因とする持分全部移転登記を申請したとこ

ろ，被上告人が農地法３条１項の許可（以下，単に「許可」という。）を証する書面（以下「許

可書」という。）の添付がないことを理由に申請を却下する旨の決定をしたため，上告人が同

却下決定の取消しを求める事件である。 

原審の確定した事実関係の概要は，次のとおりである。 

(1)亡Ｄは，第１審判決別紙一ないし三記載の本件農地３筆を所有していたが，昭和４６年

８月８日，死亡した。 

(2)Ｄの法定相続人は，養子Ｅ，２女Ｆ，２男亡Ｇの長女である上告人，義一の２女Ａ及び

Ｄの３男亡Ｈの長女Ｉの５人である。 

(3)平成３年３月１４日，本件農地について，相続を原因とする所有権移転登記がされ，法

定相続分に従って，Ｅ，Ｆ及びＩにつき各８分の２，上告人及びＡにつき各８分の１の持分の
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登記がされている。 

(4)Ｅ及びＦは，平成６年１１月８日，自己の相続分全部をそれぞれ上告人に贈与した。 

(5)上告人，Ｅ及びＦは，共同して，平成７年１月２３日，本件農地につき，上記相続分の

贈与に基づき，登記原因を「平成６年１１月８日相続分の贈与」として，共有者Ｅ及びＦの各

持分の移転登記申請をしたが，申請書には許可書が添付されていなかった。 

(6)被上告人は，平成７年２月２０日，上記登記申請に許可書の添付がないことを理由とし

て，これを却下する旨の決定をした。 

２ 上記事実関係に基づき，第１審は，共同相続人間の相続分の譲渡については許可を要し

ないと解し，上告人の請求を認容したが，原審は，概要次のとおり判示して，第１審判決を取

り消し，上告人の請求を棄却した。 

(1)相続分の譲渡は，相続財産に対する包括的な持分を一括して譲渡するものであって個々

の相続財産に対する共有持分の個別譲渡とは区分されるが，その目的及び効果をみる限り，

個々の財産に対する共有持分の移転を内包する財産権に関する行為であって，農地法３条１

項に定める農地の所有権等の移転を目的とする法律行為に該当する。したがって，同項ただし

書に相続分の譲渡を除外事由と定める規定がない以上，原則どおり許可が必要となる。この場

合に，その譲渡が共同相続人間で行われたか否かによって取扱いを異にする余地はない。 

(2)相続分の譲渡は，常に遺産分割に先行するとか遺産分割を前提とするというものではな

い。遺産分割は相続人全員の協議によるものであり，その効果も相続開始時にそ及するが，相

続分の譲渡は一部の相続人のみによって行うことができ，その効果もそ及しない。したがっ

て，農地法３条１項７号を相続分の譲渡に類推適用することはできない。 

(3)包括遺贈は包括的割合により相続財産を遺贈するもので，その効果は相続開始時に生ず

るから，相続に準じて許可を不要とすることが相当であるが，相続分の譲渡は，一部の相続人

のみによって行うことができ，その効果もそ及しない。したがって，農地法３条１項１０号，

農地法施行規則３条５号を相続分の譲渡に類推適用する余地はない。 

(4)共同相続人間で相続分の譲渡がされたが農地の登記名義が被相続人のままとなっている

場合には，譲受人は許可書の提出を求められることなく相続を登記原因として直接所有権移

転登記を受けることができるというのが登記実務であるが，それは不動産登記法の規定に準

拠して行われているのであるから，これに準拠する余地のない本件において登記を認めない

ことが，理由のない不平等なものということはできない。 

３ しかしながら，原審の上記判断は是認することができない。その理由は，次のとおりで

ある。 

(1)共同相続人間で相続分の譲渡がされたときは，積極財産と消極財産とを包括した遺産全

体に対する譲渡人の割合的な持分が譲受人に移転し，譲受人は従前から有していた相続分と

新たに取得した相続分とを合計した相続分を有する者として遺産分割に加わることとなり，

分割が実行されれば，その結果に従って相続開始の時にさかのぼって被相続人からの直接的

な権利移転が生ずることになる。このように，相続分の譲受人たる共同相続人の遺産分割前に

おける地位は，持分割合の数値が異なるだけで，相続によって取得した地位と本質的に異なる

ものではない。そして，遺産分割がされるまでの間は，共同相続人がそれぞれの持分割合によ

り相続財産を共有することになるところ，上記相続分の譲渡に伴って個々の相続財産につい

ての共有持分の移転も生ずるものと解される。相続分の譲渡により生ずるこのような法的な

状態は，譲渡前に個々の不動産について相続の登記がされたか否かにより左右されるもので

はない。 
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(2)農地法３条１項は，農地に係る権利の人為的な移転のうち農地の保全の観点から望まし

くないと考えられるものを制限する趣旨の規定であるところ，相続によって生ずる権利移転

も相続人が非営農者である場合には農地の保全上は望ましいとはいえないものの，相続がそ

もそも人為的な移転ではなく，相続による包括的な権利承継は私有財産制の下においては是

認せざるを得ないものであることから，規制対象とはしていないものと解される。そして，同

項７号，１０号，農地法施行規則３条５号は，遺産分割，特別縁故者への相続財産の分与及び

包括遺贈について，人為的な権利移転であり農地の保全上は望ましくないものも含まれてい

るにもかかわらず，その実質が相続による権利移転と異ならないかこれに準ずるものである

ことにかんがみて，その規制を差し控えているものと解される。 

(3)相続財産に農地が含まれているか否かを問わず，共同相続人間において個々の農地では

なく包括的な相続人たる地位を譲渡すること自体は，農地法３条１項が規制の対象とするも

のではない。そして，共同相続人間における相続分の譲渡に伴い前記のとおり個々の不動産に

ついても持分の移転が生ずるのは，相続により包括的な権利移転に伴って個々の財産上の権

利も移転するのと同様の関係にあり，相続人の１人である当該譲受人に農地についての権利

が移転すること自体は同項の是認するところである。また，相続分の譲渡による権利移転はそ

の後に予定されている遺産分割により権利移転が確定的に生ずるまでの暫定的なものであっ

て，遺産分割による農地についての確定的な権利移転については許可を要しないとされてい

るのである。 

(4)以上の点にかんがみれば，【要旨１】共同相続人間においてされた相続分の譲渡に伴って

生ずる農地の権利移転については，農地法３条１項の許可を要しないと解するのが相当であ

る。このように考えるべきことは，相続分の譲渡が一部の相続人のみによって行うことができ

ることや，その効力が相続開始時にさかのぼらないことによって，左右されるものではない。 

そして，相続人は相続分の譲渡により生じている実体上の権利関係に符合するように登記

簿の記載を改めることを求める正当な利益を有するものというべきであって，相続財産であ

る農地について既に相続の登記がされていることは，その妨げとなるものではない。 

(5)したがって，【要旨２】許可書の添付がないことを理由に本件登記申請を却下した被上告

人の決定に違法がないとした原判決には，判決に影響を及ぼすことが明らかな法令の違反が

あるから，論旨は理由があり，原判決は破棄を免れない。そして，以上によれば，同決定を取

り消すべきものとした第１審判決は正当であるから，被上告人の控訴を棄却すべきである。 

よって，裁判官全員一致の意見で，主文のとおり判決する。 

（裁判長裁判官 金谷利廣 裁判官 千種秀夫 裁判官 奥田昌道 裁判官 濱田邦夫） 

 

 

※参考：判例タイムズ 1070 号 258 頁、判例時報 1762 号 110 頁、金融商事判例 1127 号 3 頁 

 

 


